　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年10月9日
国土交通省総合政策局
建設市場整備課
（社）海外建設協会
「外国人研修生・技能実習生への建設技能移転高度化モデル事業」
募集要項
本要項は、（社）海外建設協会が国土交通省からの委託事業として、「外国人研修生・技能実習生への建設技能の移転高度化モデル事業」の公募を実施するにあたり、下記のとおり、その詳細を定めるものです。
記
１．事業の趣旨
我が国には発展途上国からの要請に応え、技術移転による人づくりを通した国際貢献、国際協力の趣旨から創設された「外国人研修・技能実習制度」があります。この制度は、多年に亘り実効をあげ、国際社会における我が国の責務を果たしています。しかしながら、外国人研修生・技能実習生の受入れに際し、一部の受入れ企業において運用上の問題も見受けられ、適正な運用を図る必要があるとともに、より高度な技能移転の機会の提供を目指す必要があります。
本事業は、このような状況を改善するために、各事業者が行う外国人研修生・技能実習生への建設技能の移転高度化に資する取組のうち、先導的なモデルとなる取組に対し、支援を行い、当該事業を推進、広く普及・啓発を図ることにより、外国人研修生・技能実習生への建設技能の移転高度化促進を図るものです。 
２．概要
本事業は、建設事業者、複数の建設事業者又は建設業団体等による外国人研修生・技能実習生へ
の建設技能の移転高度化につながる取組で、その内容が新規性、応用性、独創性等の一定の要件を満たし、他の建設事業者又は建設業団体にとって参考となる取組を対象に公募を実施し、こうした取組の定着に向けたモデルケースと認められる先導的な事例の発掘を行います。
３．事業の対象
本事業における募集対象事業は、外国人研修生・技能実習生への建設技能の移転高度化に資する以下に例示するような事業であって、「事業計画作成段階」又は「事業着手段階」にあるものを対象とします。但し、「事業実施段階」（直近２～３年の間に事業着手され、遂行しているもの）であっても、その取組内容の詳細な報告や効果の検証を行うものであれば、本事業の対象とします。
【事業の例示】
①日本語能力の習得や向上を図る取組
・建設専門用語の短期習得、会話能力の向上や入国前教育の実施などの取組
②技能習得の高度化や向上を図る取組
・研修生・技能実習生の能力向上のために、技能検定取得等の目標を掲げ、そのための指導・教育を実施している取組
③地域住民等との交流を図る取組
　・地域社会との交流を図り、トラブルを防止し、技能修得に専念できる環境を整備している取組
④その他建設技能移転高度化に資する取組
・現場での事故・トラブル等を未然に防止する安全衛生管理の取組
・元請企業の受入促進に向けた取組
４．事業者の条件
公募の対象となる事業者は、外国人研修生・技能実習生を受け入れている、
　　１）建設事業者
　　２）複数の建設事業者（建設事業者グループ）
　　３）建設事業者団体等
とします。

　なお、建設事業者グループの中に他の産業分野に属する事業者等がいる場合も対象とします。但し、建設事業者がグループ内で主たる役割を担っていることを条件とします。
５．審査方法と審査の観点
外部の有識者を含む審査委員会を設置し、書類審査、事業者へのヒアリング審査を経て、モデ
ル事業を決定します。（審査の都合上、ヒアリング審査後に追加資料の作成をご依頼することがあります）。審査結果については、結果の如何に関わらず申請者に書面で通知します。
〔審査の観点〕
審査にあたっては主に以下の諸点を重視して総合的に評価します。
・アイデア・工夫に富む等新規性があり、外国人研修生・技能実習生への建設技能の移転高度化を促進するモデルとなることが期待できる事業であること。
・当該事業者にとって、事業効果が高いものであること。
・他の事業者への応用性が高く、独創性に富み、波及効果が求められる事業であること。
・十分な指導教育等が実施できる組織体制が構築され、計画を確実に実行できる体制が整備されている事業であること。

・実施スケジュールが明示されており、モデル事業後も自助努力により継続的に行われる見込みのある事業であること。
・内容の情報公開・活用等について了解している事業であること。
６．支援の内容、事業の実施等について
（１）支援の内容
本事業は、選定された事業に関わる調査・計画策定費や外部の専門家等を活用した場合の諸謝金等、関連費用の一部を負担するものです。
支援件数は、5件程度を予定し、支援金額は1件あたり100万円から200万円程度とし、200万円を上限に、事業計画と支援要望額の内容を精査のうえ、予算の範囲内において決定します。
（２）契約形態等
（社）海外建設協会と事業者による受委託契約となり、支援の対象になるのは、契約期間内に支出が発生するもののみとなります。支援の対象となる経費の詳細は別紙をご参照願います。
本事業の実施に関わる経費は事業者側にて立替払いをし、それを証明する経理書類を提出し確認された後に、（社）海外建設協会から事業者に当該金額が支払われます（事業開始前に金員を交付するものではありません）。
（３）事業実施期間
事業実施委託契約日～平成22年3月15日
（この期間に発生した経費が支援の対象となります）
（４）現地視察・ヒアリング等の実施
平成21年11月から平成22年1月頃にかけて、事業者を現地訪問し、事業の実施等について視察・ヒアリング等を実施いたします。なお、定期的に事業の進捗状況のご報告を頂きます。
（５）報告書の作成・提出
選定事業者は、事業の実施内容とその評価・分析、問題点と講じた解決策の内容等をとりまとめた報告書を、（社）海外建設協会の指定する様式にて平成22年3月15日までに提出して頂きます。
７．応募手続
（1） 応募書類の提出方法
定められた応募書類を（社）海外建設協会に正本1部、副本4部を郵送で提出してください（公募締め切り日必着）。封書の表には、朱書きで「外国人研修生・技能実習生への建設技能移転高度化モデル事業申請書　在中」と明記してください。持参される場合は、同協会に予めご連絡ください。なお、提出された応募書類に不明な点がある場合、担当職員から問い合わせをする場合があります。
提出された応募書類は本事業の選定に関する審査以外の目的には使用しません。又、応募書類は返却しませんのでご注意ください。
【応募書類の提出先】
社団法人　海外建設協会
〒１０４－００３２
東京都中央区八丁堀２－２４－２　日米ビル７階
※所定の書式は、国土交通省ホームページ、又は、（社）海外建設協会のホームページで入手できます。
（2） 公募期間
平成２１年１０月９日（金）～平成２１年１１月９日（月）当日必着

８．その他
本事業に選定された場合の留意点については、選定決定後に改めて説明いたしますが、予め以下の諸点にご留意ください。
（１）事業内容変更時の取扱い
本事業の契約期間内において、事業の実施内容に当初の申請時の計画と比べて大幅な変更が生じた場合には、経費の全部又は一部について、本事業の実施に係わる経費として認められないことがあること。
（２）モデル事業者の責務
事業実施に係わる経費を証明する証憑処理を、契約期間終了後５年間保管すること。
９．本件に関する問い合わせ先
　　（社）海外建設協会　総務部　モデル事業係
　　　　　電話　：　０３－３５５３－１６３１
　　　　　担当　：　矢原、小坂、澤田
〔ＦＡＸ〕 03-3551-0148
〔e-mail〕 info@ocaji.or.jp
（「外国人研修生・技能実習生への建設技能移転高度化モデル事業」の申請書様式）               

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２１年　　月　　日
社団法人　海外建設協会　会長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
                                　　　　
【事業者名、事業者団体名、建設事業者グループ名】
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　【住所】　　　　　　　　　　　       
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【幹事企業名】
                                    （建設事業者グループの場合は、幹事企業名を記入）
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【代表者役職名、氏名（ふりがな）】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※建設事業者グループの場合は、幹事企業の代表者名
　をご記入ください。
                                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
「外国人研修生・技能実習生への建設技能移転高度化モデル事業」
申　請　書
　標記モデル事業の申請にあたって、下記の書類を添えて提出いたします。　
記
1． 事業者概要書【別紙１】
2． 実施計画書【別紙２】
3． 経費明細書【別紙３】
4． 定款または寄付行為
5． 過去２年分の決算書類（財務諸表）
6． 会社案内パンフレット等申請者の概要が分かるもの
　　※１～５は必須。６は既存のものがあれば同封してください。
　　※正１部、副４部（コピー可）を提出してください。
　　※建設事業者グループで申請の場合は、４～６については、すべてのグループ企業の資料を提出してください。
【別紙１】
事業者概要書
○事業者名および代表者名
	事業者名
	

	代表者役職、氏名
	

	○事業者の概要

	所在地
	

	設立時期
	

	設立経緯
（設立から現在に至る経緯について簡潔にご記入ください）
	

	事業概要
（事業者の主な事業内容を簡潔にご記入ください）
	

	構成企業数（団体のみ）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社

	業種分野
	

	役員および職員数
	役員　　　　　　　　　名　　　　職員　　　　　　　　　　名

	資本金（基本財産）
	円


○担当窓口
	事業者名
	

	担当者氏名（役職）
	（　　　　　　　　　　　　）

	電　話
	
	ＦＡＸ
	

	ｅメール
	
	ＵＲＬ
	


【別紙２】の１枚目
実施計画書
	１．事業テーマ　
　　※　実施を希望する事業のテーマ名を、的確かつ簡潔な表現で記載してください。


	２．事業の概要
　　※　申請事業の概要について簡潔に記載してください。


	３．事業の目的等
(1)事業の背景
　　　※　申請事業者において、外国人研修生・技能実習生への建設技能移転に、問題が生じている点等について、詳細かつ具体的に記載してください。
　(2)事業の目的･必要性
　　　※　上記の問題点･課題等を改善する上で、申請事業をどのように活用するか等について具体的
に記載して下さい。



【別紙２】の２枚目
	４．事業内容、実施体制、実施スケジュ－ル
　(1)事業内容
※　申請事業の内容（全体像）について、詳細かつ具体的に記載してください。
　　また、事業の新規性、応用性、独創性等についてアピールする点を記載してください。
※　本事業実施にあたり事前の調査研究を実施している場合、その概要について記載してください。



【別紙２】の３枚目
	　(2)実施体制
※　申請事業の執行責任者や事業担当者など役割分担を具体的に記載してください。
　　　※　建設事業者グループの場合、グループ企業の役割分担などを記載してください。
　　　※　外部の専門家を活用する場合、その旨を記載してください。
　　　※　業務委託をする場合も同様に記載してください。
　(3)実施スケジュール（平成２２年３月１５日まで）
　　　※　線表等を用いて具体的に記載してください。



【別紙２】の４枚目
	　(4)事業終了後の実施計画及び体制について（平成２２年３月以降）
　　　※　事業実施年度以降の事業成果利用･運用体制及び成果導入計画について、具体的に記載してください。
(5)業務の委託（業務委託をする場合は記載してください。）
　　　※　委託理由、委託（予定）先、委託（予定）先選定理由、委託の内容、委託期間等を記載してください。


	５．期待される効果　 ※　申請事業導入により現段階で想定される事業効果を記載してください。
（例：新たな建設技能移転高度化モデルを検討・活用することにより、「今後○年間で、研修生・技能実習生○名が、技能検定試験を○回受験し、合格率を○％増加させる」、「今後○年間で研修生・技能実習生○名が、日本語検定試験を○回受験し、合格率を○％増加させる」、「地域活動への参加者について、今後○年間で○名増加させる」など）
※　上記事業効果は、必ず数字を用いて記載してください。

	６．他の公的補助金等の交付の有無
※　当該事業で他の公的な補助金等の交付を受けている、あるいは受ける予定がある場合又は過去に受けたことがある場合は、その補助金等の名称、交付団体等の名称、金額、交付年度について記載してください。
※　補助金以外の公的な支援措置等を受けている、あるいは受ける予定がある場合も、同様に記載してください。



【別紙３】
経費明細書（支援要望額）
                                                                          (単位：円)
	区　分
	科　目
	予 算 額
	積 算 内 訳

	事　業　費

	委員・専門家謝金
委員・専門家旅費
職員旅費
会場借料
会議費
研修会等参加費
アルバイト雇用費
レンタル・リース料
調査・研究等委託費
試行的実施費
印刷製本費
資料購入費
通信運搬費
消耗品費

	
	

	小　計

	
	
	

	一般管理費
	
	
	

	　合　計
	
	
	


※ 各経費は、消費税等を含めた額を計上ください。
※ 積算内訳には、内訳毎に積算根拠（単価、数量等）を示しながら積み上げてください。
※ 計上できる経費は、契約期間中に執行したものだけです。契約期間前後の経費は計上できません。
※ 以下の費目は対象外となります。
　　 
①  事業者の一般的な運営経費
（事務所賃借料、職員人件費、水道光熱費など、従来事業に関する経費との区別がつかないもの）
②　土地・建物・設備・機械等の固定資産
（調査委託契約の期間終了後においても財産として残るもの。ただし、購入ではなく事業期間中リースする場合は認める）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【参考】　　                                   
	区分
	科目
	計上可能使途

	事　業　費

	委員・専門家謝金
委員・専門家旅費
職員旅費
会場借料
会議費
研修会等参加費
アルバイト雇用費
レンタル・リース料
調査・研究等委託費
試行的実施費
印刷製本費
資料購入費
通信運搬費
消耗品費
	●委員会委員・専門家等に対する謝礼等
●委員会委員・専門家等に対する旅費等
●職員の会議や研修会等への参加、旅費等
●会議開催等における会場代、付帯設備利用料等
●会議開催等にともなうお茶代等
●知見向上のための研修会等参加費等
●一時的な雇入者（パート、アルバイト）の賃金、交通費等
●事務機器、機械設備等のレンタル料、リース料等
●事業実施に必要な調査・分析・報告等の業務委託費等
●事業実施の検討・検証に必要となる実証的、試行的事業実施費
●会議資料や報告書作成の印刷費等
●図書、参考文献、資料等の購入費等
●郵便代、運送代等
●消耗品の購入費等

	一般管理費
	
	●事業費の10%以内で管理経費として計上可
 　


※ 各経費は、消費税等を含めた額を計上ください。
※ 積算内訳には、内訳毎に積算根拠（単価、数量等）を示しながら積み上げてください。
※ 計上できる経費は、契約期間中に執行したものだけです。契約期間前後の経費は計上できません。
※ 以下の費目は対象外となります。
　　 ①  事業者の一般的な運営経費
（事務所賃借料、職員人件費、水道光熱費など、従来事業に関する経費との区別がつかないもの）
       ②　土地・建物・設備・機械等の固定資産
（調査委託契約の期間終了後においても財産として残るもの。ただし、購入ではなく事業期間中リースする場合は認める）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
